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「令和５年度和歌山県子供の生活実態調査」業務委託仕様書  

 

 

１ 業務の目的  

本業務は、県内の子供とその保護者へのアンケート調査及び子供や保護者の相談・支援に関

わる機関の従事者に対する調査を実施し、子供の生活実態や学習環境、支援制度の利用状況や

ニーズを把握するとともに「和歌山県子供の貧困対策推進計画」に基づき取り組む各施策や支

援制度についての検証を行い、本県の子供の貧困対策をより効果的に推進していくために必要

な施策を提言する。 

 

 

２ 委託契約期間 

契約締結の日から令和６年３月２９日(金)までとする。 

 

 

３ 調査の概要 

県内に在籍する子供・保護者に対するアンケート方式の調査及び支援機関従事者に対するア

ンケート方式の調査を実施する。 

 

 

３－１ 子供・保護者に対する調査 

 

（１）調査対象者及び人数  

県内小中学校に在籍している小学５年生（約 7,500 人）、中学２年生（約 7,900 人）、

その保護者（約 15,400 人） 

※県内小中学校総数 374 校（公立、私立、その他学校等を含む）。県内市町村別の小中

学校数、調査対象児童・生徒数については別紙１参照 

 

（２）抽出方法 

全数調査 

 

（３）回答形式 

   調査票に回答するアンケート方式（各約４０項目） 

 

（４）調査票の配布・回収方法 

  ・学校での配布、郵送による回収を基本とする。ただし、インターネットを利用した調査

など効率的かつ回収率が向上する配布・回収方法を提案できるものとする。 

※和歌山市においては、中学校区別の結果分析（単純集計及びクロス集計、報告書作成

を含む。）を目的として、和歌山市内にある学校を識別可能な調査票により調査を実

施すること。なお、この追加部分に関する費用は、県とは別に和歌山市が負担する。

但し、県全体の分析については、調査票が一部異なる和歌山市分も集計したうえで実

施すること。 

※田辺市においては、田辺市単独の結果分析（単純集計及びクロス集計、報告書作成を

含む。）を目的として、田辺市在住者が識別可能な調査票により調査を実施すること。

なお、この追加部分に関する費用は、県とは別に田辺市が負担する。但し、県全体の

分析については、調査票が一部異なる田辺市分も集計したうえで実施すること。 

・調査票の回収督促はしない。 
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    ・調査票の配布・回収のための郵送費は受託者が負担すること。 

 

（５）調査項目等 

  （子供用） 

・食事，放課後や休日の過ごし方等の生活習慣，子供部屋の有無，学力の状況，学校以外

での学習の状況，塾・習い事，将来の夢 など 

・参考：別添１ 前回の調査票（小５）、別添２ 前回の調査票（中２） 

 

（保護者用） 

・世帯構成，住居，就労状況，収入，子供にかける費用や関わり，困ったときの相談相手，

最終学歴，子供期の家庭状況（世帯構成，経済状況，体験等），支援制度へのつながり

など 

・参考：別添３ 前回の調査票（保護者） 

 

 

３－２ 支援機関従事者に対する調査 

 

（１）調査対象者及び人数  

・子供や保護者の相談・支援に関わる機関の従事者（約 2,700 人） 

・１機関１名を原則として回答してもらうが、学校のみ各クラスの担任教員及び養護教

諭に回答してもらうこと。 

 ・調査対象機関、対象機関数等は別紙 2 参照。 

 

（２）抽出方法 

    県が調査対象者に選定した支援機関の従事者において、回答者に最も適当な従事者１

名を各施設が選定する。 

 

（３）回答形式 

  ・調査票に回答するアンケート方式（約 15 項目） 

 

（４）調査票の配布・回収方法 

  ・郵送による配布、郵送による回収を基本とする。ただし、インターネットを利用した調

査など効率的かつ回収率が向上する配布・回収方法を提案できるものとする。 

 

   ※和歌山市においては、和歌山市内の支援機関の従事者に特化した結果分析を目的とし

て、同市内の支援機関を識別可能な調査票により調査を実施すること。なお、この追

加部分に関する費用は、県とは別に和歌山市が負担する。但し、全体の分析について

は、調査票が一部異なる和歌山市分も集計したうえで実施すること。 

    ・調査票の回収督促はしない。 

    ・調査票の配布・回収のための郵送費は受託者が負担すること。 

 

（５）調査項目等 

・支援した家庭の子供の様子と背景，支援の内容と効果，支援を行う上での課題と改善 

策，支援の充実に必要と思われるもの，他機関との連携など 

・参考：別添４ 前回の調査票（支援機関） 
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４ 業務の内容 

 

県と協議の上，次の業務を行うこと。 

 

（１）調査票の作成、校正、印刷（単色、中綴じ製本を含む。） 

・前回の調査内容を考慮したうえで、県と協議して調査項目（案）を作成する。 

・調査票は小学生用と中学生用に分割して作成すること。 

注）質問の意図に差異はないが、例えば得意科目を問う設問に対する回答「算数」と「数学」の

違い等を変更する必要がある。 

    ・調査票は、作成した調査項目（案）の質問意図を考慮したうえで、各質問項目及び回答

形式、レイアウトについては提案事項とする。 

 

（２）調査票配布時の説明資料等の作成、校正、印刷 

・県が作成した原案をもとに、以下を作成すること。なお、各原案は別途契約締結後にＷ

ｏｒｄ形式で提供する。 

    ①学校配布時に、教員が児童生徒に調査趣旨について説明する読み原稿   ７00 部 

②学校の先生用想定Ｑ＆Ａ                       700 部 

③調査対象者への依頼文                                           15,400 部 

④学校長への依頼文                          700 部 

⑤支援機関への依頼文                       2,700 部 

 

（３）回収用封筒の作成、校正、印刷 

・子供・保護者票はＡ４版で記入者ごとに、以下の色に指定することとし、これに従う

こと。封筒も調査票と同じ色とすること。 

□小学生票（ピンク色）   角形 A4 号（228mm×312mm）封筒（ピンク色） 

□小学校保護者票（黄色）  角形 A4 号（228mm×312mm）封筒（黄色） 

□中学生票（黄緑色）     角形 A4 号（228mm×312mm）封筒（黄緑色） 

□中学生保護者票（水色）  角形 A4 号（228mm×312mm）封筒（水色） 

□別途、調査対象家庭ごとに調査票と封筒を一緒に入れる大きな封筒（茶色）（角形 2

号クラフト）を配付すること。 

   ・支援機関従事者票はＡ４版で色の指定はない。ただし、封筒は調査票と同じ色とする

こと。 

 

（４）調査票の封入、発送、回収（宛名ラベル貼り・封入封緘作業を含む。） 

  ・県内送付先一覧表（送付先学校及び支援機関の住所、郵便番号、各送付先必要部数等）

については、別途契約締結後に Excel 形式で提供する。 

   ・調査票の配付及び回収に際しては、個人情報の保護に十分配慮すること。 

・調査票の回収に際しては、子ども未来課に届いた調査票を受託者の負担により受け取る

こと。 

 

（５）調査結果のデータ入力（封筒開封，回収調査票のチェック，番号付，データ入力，デー

タクリーニング），集計及び分析（単純集計表及びクロス表の作成） 

 

（６）特段の配慮が必要な回答者への対策 

・子供票及び保護者票の双方にルビを付すこと。 

・点字の調査票（小学生票１０部、中学生票１０部、保護者票１０部）を調査票配布開始

前に提出すること。 

・保護者票について、英語・中国語・ハングル語に翻訳した調査票を県ホームページ掲載

用にＰＤＦデータで調査票配布開始前に提出すること。 
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（７）調査票の学校配布開始から回収までの２週間は、９時から２１時（土日祝日を含む）の間、

ヘルプデスクの設置により対象者の質疑に迅速に対応できる体制をとること。 

 

（８）目標回収率は７０％以上とする。回収率を上げる具体的な方法については、受託者の提案

とする。 

 

 

５ 業務スケジュール予定 

 

（１）以下①から④のスケジュールを前提に契約期間内に業務を完了すること。 

①調査票発送       令和５年８月下旬 

②調査票回収       令和５年９月下旬 

③単純集計結果の報告   令和５年１２月１５日（金）〆 

④最終結果報告      令和６年３月１５日（金）〆 

 ※④最終結果報告の期限までに、後述する「７成果品①成果品の提出」のうち、５～８の

成果品データを県に提出すること。 

 

（２）子供・保護者に対する調査票の回収パターン 

  ①ポスト投函により回収するパターン 

・調査票を、受託者から学校へ郵送（発送日：令和５年８月下旬） 

・学校から調査対象者世帯へ配布（配布日：学校へ郵送後１週間以内） 

・調査対象世帯の子供と保護者が、自宅でそれぞれの調査票に記入。 

・それぞれの調査票を同系色の封筒に入れて封をする。最後に一番大きい茶色の封筒に

二つの封筒を入れて封をし、ポストに投函してもらい回収（提出期限：配布から２週

間後） 

 

 ②学校で回収するパターン 

・調査票を、受託者から学校へ郵送（発送日：令和５年８月下旬） 

・学校から調査対象者世帯へ配布（配布日：学校へ郵送後１週間以内） 

・調査対象世帯の子供は学校又は自宅で、保護者は自宅でそれぞれの調査票に記入 

・それぞれの調査票を同系色の封筒に入れて封をする。最後に一番大きい茶色の封筒に

二つの封筒を入れて封をし、学校が回収（提出期限：配布から２週間後） 

  ・学校から県（受託者）へ返送 （返送期限：学校郵送から３週間後） 

・学校で調査票を回収した場合は、学校からの郵送代を受託者が負担すること。 

 

※①のパターン（ポスト投函により回収）を原則とするが、②のパターン（学校で回収）

とするかどうか、調査前に県が各学校設置者に確認することとする。 

 

 

６ 調査結果の集計及び分析等 

  

 次の①～③の事項を記載した報告書を作成すること。 

 なお、県が中間報告を求めた場合又は県から報告内容に係る指示があった場合は、指定する期

日までに対応し、報告すること。 

また、和歌山市、田辺市の追加調査に係る報告書については、各自治体と調整のうえ作成す

ること。（この追加部分に関する費用は、県とは別に各自治体が負担する。） 

 

① 調査項目の集計結果 
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・各設問の単純集計及びクロス集計を実施すること。県全体の集計結果だけでなく、県

内市町村毎の集計結果も併せて示すこと。 

・子供の貧困対策における効果的な施策を提言するうえで、有効なクロス集計項目を設

定すること。 

  ・支援機関従事者に対する調査票は、自由回答欄を複数設定しているが、集計及び分析

の手法については、受託者の提案事項とする。 

・その他効果的な集計、分析については、受託者の提案事項とする。 

 

② 集計結果に基づく県内における子供の生活実態についての分析 

  ・子供と保護者の調査と支援機関従事者の調査の両面から、県内の子供の生活実態につ

いて分析すること。 

・集計結果における紀北、紀中、紀南地域及び市部、郡部の数的な差異等、県の地域性

について分析し言及すること。 

・前回調査（平成 30 年度）結果との比較を含んだものとすること。前回調査結果のデ

ータは契約後に提供する。 

 

③ 分析を踏まえた和歌山子供の貧困対策事業への提言 

  ・分析結果を踏まえて「和歌山県子供の貧困対策推進計画」に掲載している事業につい

て検証を行い、子供の貧困対策を推進する効果的な施策について分析結果を根拠とし

た具体的な提言をすること。 

 

 

７ 成果品 

  

①成果品の提出 

  次の成果品等を、県及び県内市町村の行政職員が利用しやすく、編集可能な形式の電子媒

体等で提出すること。 

  1.調査票（紙ベース１部及び電子データ、ホームページ掲載用 PDF データ） 

  2.調査票を入れる封筒（各１部） 

  3.調査票の郵送日、郵送先及び郵送数を証明する資料 

  4.回収後の調査票 

  5.単純集計結果（電子データ、ホームページ掲載用 PDF データ） 

  6.クロス集計・分析結果（紙ベース１部及び電子データ、ホームページ掲載用 PDF データ） 

  7.調査結果報告書 

（紙ベース２００部及び電子データ、ホームページ掲載用 PDF データ） 

         ・報告書の電子データは CD-ROM３１部（県保存用及び県内市町村配布用）を提出す

ること。 

8.調査結果報告書概要版 

（紙ベース２００部及び電子データ、ホームページ掲載用 PDF データ） 

         ・概要版の電子データは CD-ROM３１部（県保存用及び県内市町村配布用）を提出す

ること。 

 

②成果品の提出期限 令和６年３月１５日（金） 

 

③成果品の納入場所 和歌山県福祉保健部 福祉保健政策局 子ども未来課 家庭福祉班 
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８ その他 

・平成 30 年度に実施した前回調査の報告書等は、以下の Web ページに掲載している。 

    https://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/040200/kodomoseikatsu.html 

・業務実施にあたっては、県、市町村及び関係機関等と密接な連絡をとり業務を遂行すること

とし、疑義が生じた場合は速やかに県と連絡をとり、協議の上業務の実施方法を決定するこ

ととする。 

・業務の主要な区切りには協議・打合せを行い、その結果を記録し相互に確認する。連絡事項

についても同様に記録し確認するものとする。なお，それぞれの協議録等は，受託者側にて

作成すること。 

・委託に付随して必要となる物品は，すべて委託料に含める。 

・調査内容，調査方法等を変更する場合には，県と別途協議するものとする。 

・本業務終了後，事業実績報告書及び委託料の精算書を提出すること。 

・この委託業務により発生する報告書等成果物の著作権は全て県に帰属する。 

・この委託業務は、国の補助金を用いて執行する予定であり、業務完了後５年間は本業務に係

る帳簿等関係資料を保管し、和歌山県監査委員や会計検査院の検査に協力すること。 

  



市町村別 調査対象数 別紙１

学校数
小５児童数
（R4年度小4）

小５クラス数
（R4年度小4）
※特別支援除く

学校数
中２生徒数
（R4年度中1）

中２クラス数
（R4年度中1）
※特別支援除く

学校数
小５児童数
（R4年度小4）

中２生徒数
（R4年度中1）

和歌山市 54 2,988 102 26 3,273 96 6 49 85

海南市 12 343 14 7 304 12

橋本市 15 489 20 8 497 18 1 8 15

有田市 7 200 10 3 213 8

御坊市 6 184 9 5 170 7

田辺市 25 554 20 15 625 24

新宮市 5 195 7 6 231 10 1 2 3

紀の川市 15 471 20 7 424 14

岩出市 6 482 15 2 459 14

紀美野町 3 45 2 2 52 3

かつらぎ町 5 124 4 2 110 4

九度山町 2 15 1 2 30 2

高野町 3 15 1 1 9 1

湯浅町 5 80 2 1 83 3

広川町 4 62 2 2 61 3 1 23 19

有田川町 8 216 8 4 232 8

美浜町 2 39 2 1 33 1 1 0 3

日高町 2 83 3 1 86 3

由良町 3 37 1 1 30 1

印南町 4 68 4 4 51 4

みなべ町 5 91 4 3 107 4

日高川町 9 70 4 5 97 5

白浜町 9 139 4 4 139 5

上富田町 5 135 6 1 139 4 2 10 18

すさみ町 2 26 1 1 26 1

那智勝浦町 6 106 3 4 82 5

太地町 1 20 1 1 16 1

古座川町 3 18 1 2 29 2

北山村 1 5 0 1 3 1

串本町 9 77 4 4 76 4

合計 236 7,377 275 126 7,687 268 12 92 143

※令和４年度学校基本調査を基に作成

市町村

小学校
※義務教育学校を含む

中学校
※義務教育学校を含む

特別支援学校



別紙２　　調査対象機関数

調査対象機関の種別 件数

保育所・幼稚園・認定こども園等 256

　病児保育含む

小学校（担任教員＋養護教諭） 511

中学校（担任教員＋養護教諭） 394

特別支援学校 36

学童（放課後児童クラブ） 422

　ファミリーサポートセンター、放課後等デイサービス含む

県振興局、市町村福祉機関等 271

　母子保健、生活保護、ひとり親家庭担当課

　地域子育て支援センター、子育て世代包括支援センター

　県及び市社会福祉協議会含む

児童館・隣保館 119

主任児童委員 230

スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー 249

　不登校児童生徒支援員含む

児童福祉施設等 38

子供関連NPO法人 123

　子供食堂主催団体、家庭教育支援実施団体含む

計 2,649



 

 

 

別添１ 前回の調査票（小５） 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 

別添２ 前回の調査票（中２） 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 

  



 

 

別添３ 前回の調査票（保護者） 



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

  



 

 

別添４ 前回の調査票（支援機関） 



 

  



 

  



 

 

  


